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論文の内容の要量
本論文は、京都議定書の定める植林分野のクリーン開発メカニズム(ん安CDM)にかわるメカニズムとし
て、現在その枠組が庖際社会において議論されている「発展途上留の森林減少・劣化に由来する二酸化炭素
等の排出の削減 (REDD)Jについて、ブラジル・アマゾンにおける実現可能性を検討したものである。
方法として、まず文献研究を通して REDDにおいて解決されるべき問題点、ブラジルにおける森林問題、
ならびに REDD試行の現状を明らかにした。その中で、とくに森林減少・劣化を回避する活動に対する補
償にかかわり、どのアクターに対してととのように支払うべきかという問題を提起し、「森林破壊のアーチJ
とよばれる農業開発のフロンティアに位置するマトグロッソナHコトリグアス県において、土地利用に関する
現地調査を実施した。
アマゾンの入植農民は集村形態をとらず、それぞれの農閣の中に居を構え、住民台帳も整備されていない。
またコトリグアスの入植地では道路が整備されず、電力も供給されていない地域が含まれている。そのよう
な条件下で実際に訪問密接調査を実施できた世帯数は61と限られていたため、そのデータとコトリグアス
県ならびにマトグロッソナ1'の統計を比較すると、大規模経営と小規模経営の経営対数の比率は 3:7と概ね
一致し、サンプル世帯は地域の状況をある程度代表しうると判断された。それらの世帯はすべて他地域から
の入植者で、初期においてはパラナ州をはじめとする南部からの入植が多かったが、 1990年代以降は北部
を除くブラジル全域から入植していた。
ブラジルで政府から土地の割譲を受ける際、法定森林保留区 (LFR)を設けることが義務付けられており、
アマゾンでは80%をLFRとして保全しなければならない。 61世帯を 100ha以上の大規模農国(14) と
100ha未満の小規模農園 (47)に分けて比較すると、 LFRの比率はそれぞれ68.1%および4l.9%となり、平
均値として80%を下回っていただけでなく、基準を満たしていた農家はひとつもなかった。当初は食用作
物生産を目的として行われた入植事業であったが、市場へのアクセスが悪く、結局どの農家もまず樹木を伐
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採業者に売却し、その後火入れを行って放牧地としていた。しかし生産性は低く、大規模農家の平均飼育頭
数は 0.55/ha、小規模は 0.67/切であり、集約型放牧経営の半分程度であっただけでなく、ナト!の平均にも満た
なかった。
並行して、コトリグアスの幹線道路沿いにある製材工場6つに対してもインタビューを試みたところ、 4
工場が応じた。ブラジルの伐採企業は、まず土地を確保し、その土地で持続的森林経営 (SFM)を行うこと
が義務付けられているが、 4工場のうち 3工場は、過伐により劣化した土地を放牧場として売却していた。
また 4工場ともに、伐採・製材だけでなく、牧畜業も副業として営んでいた。コトリグアスで SFM認定を
受けた工場は4工場あったが、そのうち lつしかインタビューした工場に含まれていなかった。
ブラジルにおける REDDは、アマゾン基金として試行され、森林保全にかかわる屈際ならびにi室内資金
の受け血となり様々なプロジェクトを実施している。コトリグアスの事例をもとに、合法的な開墾活動の制
限に対する直接補償を検討すると、 80%のLHRルールが適用される限り合法性は担保できず、仮に森林法
改正前の 50%を適用しでも、大規模農留しかその基準を満たしていなかった。また民間資金はより大きい
追加性に集中しやすいことを考癒すると、 REDDは小規模経営体には恩恵、をもたらさない制度になりかねな
いことカf明らかになった。
先行研究をもとに代替できる技術の有無を検討したところ、畜産、伐採ともに可能であるとの試算がなさ
れた。またより高い生産性を実現しうる土地利用としてアグロフォレストリーがあげられた。以上をもとに、
ブラジル・アマゾンにおける REDDの方向性として、合法的森林減少に対する直接支払いではなく、コン
ブライアンスを高めるための基盤整備資金、主流である粗放な畜産経営をより集約的な土地利用に誘導する
ための融資資金、および補償資金の 3本立てで運用することを提案した。
審査の結果の要旨
本論文は、危険を伴う現地調査を敢行し、一次資料に基つ。いた議論を行った点が評価されるとともに、
REDDをめぐる課題のうち、直接支払いに焦点を当てた理由と、合法性を判断する根拠の明示が要請され、
本審査においてそれらを反映させた修正がなされと判断された。
よって、著者は博士(環境学)の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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